
　平成 26 年４月１日から平成 29 年３月31 日までの間に、住宅耐震改修をして住宅耐震改修特別控除を受けられる

場合の要件や手続について説明しています。

１　住宅耐震改修特別控除の概要

　　個人が、平成26年４月１日から平成29年３月31日までの間に、その者の居住の用に供する家屋（昭和56年５月

31日以前に建築されたものに限ります。）の住宅耐震改修をした場合には、その者のその年分の所得税の額から、

　一定の算式により計算した住宅耐震改修特別控除額を控除することができます。

　（注１）　非居住者が平成 28 年３月 31 日以前に行った住宅耐震改修については、この控除の適用はありません。

　（注２）　この住宅耐震改修について、要耐震改修住宅に係る住宅借入金等特別控除を適用する場合には、この住

宅耐震改修特別控除は適用できません。なお、要耐震改修住宅に係る住宅借入金等特別控除については、

　『住宅借入金等特別控除を受けられる方へ』をご覧ください。

２　住宅耐震改修特別控除額

　　次の算式により計算します。

　　住宅耐震改修に係る耐震工事の標準的な費用の額（注１）

　（最高 250 万円（注２））　　 　　　　　　　×　10％　＝

　（最高 200 万円（注３））

　（注１）　補助金等（国又は地方公共団体から交付される補助金又は給付金その他これらに準ずるものをいいます。）    

の交付を受ける場合には、その補助金等の額を控除した金額となります。

　（注２）　住宅耐震改修工事に要した費用の額に含まれる消費税額等（消費税額及び地方消費税額の合計額をいい

ます。）のうちに、８％の消費税及び地方消費税の税率により課されるべき消費税額等が含まれている場合

の耐震改修工事限度額です。

　（注３）　上記（注２）の場合以外の場合の耐震改修工事限度額です。

　（注４）　平成 26 年１月１日から同年３月 31 日までの間に住宅耐震改修をし、かつ、同年４月１日から同年 12 月

31 日までの間に別の住宅耐震改修をした場合において、同年４月１日から同年 12 月 31 日までの間の住宅

耐震改修に係る耐震改修工事限度額は、上記（注２）又は（注３）の耐震改修工事限度額から同年１月１

日から同年３月 31 日までの間の住宅耐震改修に係る住宅耐震改修特別控除額に 10 を乗じて計算した金額

を控除した残額となります。

３　住宅耐震改修特別控除を受けるための手続と必要な書類

① この「住宅耐震改修特別控除額の計算明細書」

② 地方公共団体の長、建築士、指定確認検査機関、登録住宅性能評価機関又は住宅瑕疵担保責任保険法人の発

行する「住宅耐震改修証明書」

　「住宅耐震改修証明書」の内容に関する詳しいことは、国土交通省ホームページ (www.mlit.go.jp) をご覧く

ださい。

③ 住宅耐震改修をした家屋の登記事項証明書（原本）

　（注）　平成 27 年分以前の申告では、この控除を受ける方の住民票の写し（マイナンバー（個人番号）が記載され

ていないもの）も必要です。
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　住宅耐震改修特別控除を受ける方は、「住宅耐震改修特別控除額の計算明細書」の「○　住宅耐震改修特別控除

額の計算」欄で控除額を計算し、申告書第一表の「税金の計算」欄の住宅耐震改修特別控除、住宅特定改修・認

定住宅新築等特別税額控除に控除額を転記等するとともに、次の書類を確定申告書に添付して税務署に提出して

ください。


